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I
　1980年代は，日本，アメリカおよびイギリスで民間の企業活動の自由が一段と促進さ
れた時代である。サッチャー首相，レーガン大統領，中曽根首相といった，保守主義的
な政治哲学に基づく意思決定をなす政治家が，国のリーダーシップをとった。その結果，
企業（以下，企業といった場含は，私企業を指す）は，各種の規制から自由になると同
時に，きびしい競争にさらされるようになった。18世紀のアダム・スミス的な，利己心
からの行動桐土会的にプラスになる結果をもたらすという古典的考え方が，この20世紀
の終わりに，再生してきた。
　しかし，現実の企業活動は，杜会に貢献する場合もあれば，害毒をもたらす場合もあ
私1980年代の後半では後者のケースが注目されたといえよ㌔ここで書評を試みる上
掲書は，アメリカの南ミシシッピー大学教授のランデンバックとルイジアナ・テック大
学教授のロピンによる共著で，利益の遣求と正しい企業倫理との調和を実現する方法を
提示する興味深い著書である。なお本書は「企業国家アメリカの経済的責任と社会的責
任の収鮫」という副題をもち，広い視野から企業行動の倫理性を実現しようとしている。
　本書は，以下のように構成されている。
　　　序　文
　　　第1章　企業国家アメリカの倫理的危機
　　　第2章　企業国家アメリカの倫理的まひ状況
　　　第3章　社会的責任と企業倫理：意恩決定のための用具
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第4章　文化：倫理的企業を管理するキー
第5章　並行計画1展望
第6章並行計画過程の遂行と統制
第7章　並行計画的アプローチの評価
　本書は，上述の構成をもつが，各章の末尾に，ウォール・ストリート・ジャーナルな
どからの記事や論説をケースとして掲載している。さらに学生向けに，練習問題なども
ついている。なお，本書には，内容は同一だが，各章末尾のケースや練習問題などが省
かれている一般向けの版もある。この書評では，完全版をテキストとした。
　以下，まず各章ごとに，内容を紹介し，若干のコメントをなす。
　序文は，企業国家アメリカ（corporate　America）が，利益や生産性のために，倫理
を忘却していることを指摘する。その問題を解決するには，倫理や哲学の学説を暗記す
るのではなく，現実の企業の意思決定過程に倫理性を導入する必要があ私著者たちは，
企業の倫理的危機状況は，なによりもまず経営管理の間題であることを強調する。
　著者たちは，経営戦略に企業倫理を反映させようとする問題意識から本書を執筆して
いる。現在企業倫理学に必要とされるのは，まさにこの著者たちの視点である。さも
なければ，企業倫理は，たんなるお説教に終わってしまうであろう。
　第1章では，アメリカの国民の間では，企業が反倫理的であるという意見が広まって
いること，また，それに対応するために，政府は法律を作成し，ビジネス・スクールは，
例えばハーバード大学などでは，企業倫理コースを設置するようになったことが，指摘
される。とくに法律面では，企業活動によって反倫理的結果がもたらされたときには，
企業だけではなく，個人もその責任を負うという判決が出されたことを強調する。すな
わち，シカゴ郊外のフィルム再生システムズ社の従業員の一人がエックス線フィルムか
ら銀を除去する長年の作業で死亡したとき，裁判所は，1982年に，それが企業の責任で
あるとして，社長，工場長，職長を有罪（殺人罪）とし，25年の刑を科した。著者たち
は，こうした事件が起これば，従業員のモラールも低下し，長期的には，企業にとって
マイナスの影響を与えるので，企業は倫理的であるべきだと主張する。他方，企業も自
己を防衛するため法務部を強化する。しかし，こうした反倫理的行為の横行や法律面の
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強化は，緒局，資本主義体制に対する不信を生み，資本主義（市場）経済のダイナミズ
ムを弱めてしまう。著者たちは，そのことを危倶する。
　それでは，誰が，こうした倫理的危機状況の責を負うべきか。著者たちは，企業のみ
ならず，政府，教会，家庭にも，その責任があるとする。どの制度も腐敗している部分
があり，それ榊土会の倫理を悪化させているのだ。だが，企業は，政府などの他の制度
を教育することはできない。企業に可能なことは，企業文化（corporate　culture）を倫
理的にし，倫理的な企業活動を通して，社会に貢献することであん本章では，アメリ
カの企業社会がいかに腐敗しているかを多くの事例をあげて，実証している。また，例
えば，アジア諸国からのアパレル業者の烈しい売り込みは，スーパーなどのバイヤーに
キックバックをおくるほどまで，エスカレートし，バイヤーを堕落させるというケース
も紹介されている。国際商戦が企業倫理を悪化させることを著者は，重視している。も
ちろん，これまでも，航空機などの受注競争で反倫理的行為があったが，もっと低価格
製品の業界でもそうした行為がなされていることがよく分かる。
　第2章では，これまでの消費者運動や環境保護運動を検討し，今日では企業が非道徳
的（amora1）でありえないことを強調する。企業側も，行動基準や倫理コードを作成し，
社会的に認知される存在になることを試みている。しかし著者たちは，現実はそうした
倫理コードに規定されている基準から，ほど遠いレベルでビジネスが行われていること
を指摘する。企業倫理の改善は，内部よりも，企業外部からの圧力によって実行される
と薯者たちは主張する。したがって，倫理コード以外に，実際の経営戦略の作成過程に
倫理を入れることが必要となる。それが，箸者たちの提唱する並行計画（parallel
p1ami㎎）の方法である。しかし，この方法は5章以下で展開される。ここでは，ただ
それに言及されるだけである。
　なお，練習問題としては，1986年ユ月のチャレンジャーの爆発事故と代表的な企業倫
理コードが検討されている。チャレンジャー事件では，技術担当のモートン・スィオコー
ル社のエンジニアニ人が53叩以下での打上げは危険だと警句したが，上司により無視
されたこと，またそのことを大統領謂査委員会で証言し，そのため同社はその二人のエ
ンジニアを降格させたが，世論の圧力で元の地位につけたこと，が反倫理的な行動の例
として提示されている。
　また，各社の倫理コードを分析し，その緒果，次の三つのクラスターに分類できると
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する。1・信頼できる組織市民（organizati㎝citize皿）であること（ボストン銀行，ア
トランテイク・シティ・エレクトリック社など）2．組織に害をもたらすであろう不法
行為や不適当な行為をするな（エフソン社など）3．顧客には親切であれ（テキサコ社
など）。
　こうした倫理コードがかならずしも，トップから末端の従業員の行動基準ではないこ
とカ澗題である。本章では，現実の企業の反社会的行動が分析されており，興味深い事
実が明きらかになっている。
　第3章は，まず，「社会的責任」と「企業倫理」との違いを探求する。前者は，企業
カ柑会との契約を遂行することである。つまり，企業は，社会が企業に課する義務や責
任をはたすべきであり，そのかぎりにおいて，企業は社会で存続が保証されるのである。
しかし，社会といっても一枚岩でなく，多元的であり，杜会の主流の価値観と他のサブ・
システムの価値観がコンクリフトをおこしたならば，どちらをとるか困難となる。そこ
で，意恩決定をする個人の価値観が問題になり，企業倫理の領域に入る。
　企業倫理とは，企業および個人がある道徳哲学に従って，行動することである。周知
のように，道徳哲学には，義務論，功利主義および徳（Virtue）の理論がある。著者た
ちは，まず，義務論をカントとロールズによって代表させて明らかにす乱カントによ
れば，人闇の理性に基づいて判断すれば，人聞を手段とすべきではないという有名な至
上命題が導き出される。この考えによれば，どんなに注意書きがしてあっても，有害な
製品は許されない。またJ・ロールズは，『正義の理論』（1971年）で契約論的立場から
配分的正義論を展開する。ロールズの説によれば，もし自分自身の能力や可能性につい
て知らされていないという「無知のべ一ル」におおわれている場合，ひとにどんな社会
が望ましいかと問えば，平等の社会を望んでいることがわかる。そこからロールズは，
正義に関するふたつの原理を抽出する。すなわち，第1原理は，各人は他人と同量の，
できるだけ広範な墓本的自由をもつことである。第2原理は，社会的および経済的不平
等は（a）合理的に考えるとき，その不平等がすべての人々の利益になり，そして（b）
すべての人々に開かれた地位や職務に付随するものであるようにアレンジされるべきで
あるということである。
　そこで，著者たちは，これらの義務論によれば，倫理的とは，選択と行動の自由があ
り，誰にもそのような行動の可能性が開かれている状態で，誰も傷つけず，自分も含め
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て誰かの利益になるような行為をすることである。したがって，価格協定，有害製品の
販売などは反倫理的である。この立場の分析の単位は，企業でなく個人である。
　これに対して，功利主義は，社会や集団（企業）を分析単位としており，費用と便益
の比較をなし，その上で便益をえる方の行動をす机功利主義によれば，社会の少数派
の考え方は無視される。また，功利主義者は，ある行為ごとにB／Cの計算をするが，
一貫性を維持するのが困難である。見方によれば，定見がないのであ乱
　この功利主義と義務論は，環境問題のうちでもある程度の計量化が可能であり，かつ
ひとに直接の危害が生じないような問題の場合には，功利主義で判断し，人命にかかわ
るような決定のさいには義務論を採用する必要がある。
　また徳の理論は，アリストテレスの中庸を重視し，企業を倒産させるような行為は，
例えそれが正しくとも，行わないという考え方である。
　著者たちは，企業の社会的責任を，家庭が家族をケアリング（Caring）するように，
企業も社会を配慮すべきであると主張する。さらに練習間題は，ケロッグ社のシリアル
のテレビ・コマーシャルが栄養について誇大広告か否かを分析している。本章では倫理
学説が検討され，さらには，社会的責任が分析されている。著者は，企業の社会的貢任
論におけるケアリングの重要性を指摘しているが，他の研究者の業績では見ることので
きない貴重な指摘といえよう。
　第4章では，企業文化が論じられる。著者たちによれば，企業文化とは，企業内の人々
の行動を方向づける企業の理念，信念，基準である。著者たちは，その企業文化を「管
理する」ことを提唱する鉋
　企業文化は，各部門ごとあるいは各世代ごとのサブ・カルチャーをもち，また，フォー
マルな文化やインフォーマルな文化も含む多重な文化である。そして，しばしば，企業
目的の遂行に対して，逆機能的に作用する。さらに著者たちは，企業の文化を評価し，
監査することの必要性を強調する。それによって，企業文化の実態が理解できるのであ
る。企業文化を評価する場合，例えば，企業のもつ倫理的な中核的価値（舳ica1core
Va1皿eS）に関しては，「どんな倫理的価値に対して，わカ稚は強い信念をもつか」と問
うのである。その回答は，組織構成員に対する配慮，顧客の健康と福祉への配慮，企業
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の近隣に対して友好的で頼れる隣人であることなど，であろうと指摘される。また「倫
理と不11益の関係に対するわカ稚の信念はいかなるものか」という問いには，利益は倫理
的活動の結果であるとか，わカ苛土は高品質の製品を売り，しかも利益を獲得できるとい
う応答があろうと述べる。
　以上のような自己分析により明確にされた申核的な倫理価値を，現実の企業活動にお
いて実現する必要がある。そのためには，組織構成員に企業倫理訓練を与えたり，模範
となる上司などをつけてそうした倫理価値へ教導する。それが企業文化を管理する方法
である。その場合，とくに重要なことは，中核的な倫理価値を守るものには報酬（賃金
や昇遼）を与え，無視するものには罰を与えることである。
　本章の練習間題としては，1985年に従業員に配布されたボストン銀行の行動基準が提
示され，そのあとに，ウォール・ストリート・ジャーナルの同行に対する批判記事が掲
載されている。ボストン銀行は，誠実，高品質のサービス，惰実にとらわれない客観性
などの価値を重視する行動基準をもっているが，融資担当者が，組織犯罪と関係してい
る企業に融資していたことが判明して，社会問題となった。この練習問題の課題は，企
業活動における理想と現実の乖離をどう解決するかである。
　本章の内容は，ほとんどT．E．ディールとA．A．ケネディのCoゆ㎝肋C伽肋伽（1982）
に依拠している。しかし，企業文化をたんに利益をあげるための手段とせず，企業倫理
の観点からみて，その重要性を再認識すべきだと指摘する。その意味では，企業文化論
を企業倫理の側面から一歩前進させたといえよう。
　第5章では並行計画が展望され乱つまり，企業倫理と企業の社会的責任とを，いか
に経営戦略のなかに組み入れるかという問題が論じられる。著者たちは，下記のような
概念図を作成する（p．124）。
　まず，企業のインプットと環境からのインプットがあってはじめて企業活動が成立す
る。前者は人的および物的資産であり，後者は企業活動によって影響を受ける顧客とか
納入業者といった利害関係者と自然環境（歴史的遺産も含む）である。それらの二種の
インプットが，企業内において，すなわち企業文化のなかで，企業目的達成のために消
費される。そのさい著者たちは，右側のマスの企業目的アウトプットと企業環境アウト
プットを実現するための計画を重視する。中央の大きな枠組みのなかに示される二種類
の計画過程を通して，企業戦略の倫理性が実現される。例えば，戦略の遂行計画におい
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ては・利益とか市場占有率だけを考慮するのではなく，倫理的中核価値である自然環境
への配慮や従業員の人間性への配慮も，充分考慮する必要がある。そして，それが考慮
されているか否かモニターすることも重要である。著者たちは，この並行計圃が実行さ
れるためには・オープンであることの重要性を指摘する。著者たちは，「オープンであ
ることと倫理は，一緒のものである一・・ある行動は，それが精査に耐えられなければ，
反倫理的である」というある経営者の言葉を引用している。なお，本章には，あるメー
カーのマーケティング・マネジャーの倫理性に関するケースがついている。
　本章では，また，例えば，マクドナルド社が児童病院の近所に看護などのために家族
が滞在できる宿泊施設を経営する事例が紹介されているが，企業の倫理的プロフィルは，
そうした社会的に貢献できるピジネス機会の開発によっても改善できることが示されて
いる。
要するに本章では，企業戦略の設定や遂行過程において，企業倫理が，同時に考慮さ
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れるぺきことを豊富な事例で主張している。
w
　第6章は，並行計画の遂行方法を述べる。まず，企業のSWOTをなさねばならない。
これは，企業のS（stren蝕），W（weakness），O（opport㎜ity）およびT（threat）
を綿密に分析することである。そのさい，SはWにもなる場合がある。例えば強い一
体感をもつ企業は，いざ不況になってレイオフをするときに，簡単には従業員をレイオ
フできない状況に陥りがちであり，戦略の柔軟性が弱められる。
　著者は，並行計画過程における活動のステップ・バイ・ステップのフローを以下のよ
うに明確にする。
　1．企業の脅威（T）もしくは機会（O）を明確にする。
　2．基本的戦略案（複数）を策定する。
　3．各丁とOに対する戦略にとって重要なS，Wおよびその他の事項をリストアップ
　　し，評価づけをする。
　4．先の第三段階で，新しい代替戦略が浮上したならば，第三段階をその新しい代替
　　案のためにもう一度くり返す。
　5．各代替案の企業目的アウトプットと環境アウトプツトをリストアップし，評価づ
　　けを行う。
　6．先の第5段階で，新しい戦略案が浮上したならば，その戦略案に対して，第3段
　　階から第5段階までをくり返す。
　7．すべての代替案のアウトプット分析の結果を組織の使命および倫理プロフィルと
　　対照させる。
　8．ひとつの戦略を選択する。もしくは
　9．他の代替案をさらに探す，もしくは企業の使命／倫理プロフィルを調整し，もし
　　必要ならば第2段階から第8段階までくり返す。
　著著たちは，この分析のステップをバンクーオブ・アメリカのエイズに羅った従業員
に対する対応策の設定プロセスにあてはめて，具体的に説明する。かれらを無条件に解
雇することは，倫理的ではないということで，配置変えその他の処置案を検討し，とに
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かく，その従業員たちを雇用しておくことが倫理的であると結論づけられた。つまり，
充分な伝染予防対策をなしたうえで，解雇しないことにより，企業はその倫理プロフィ
ルを向上させ，また，企業目的アウトプットおよび企業環境アウトプットを倫理的に実
現できる。
　本章は，前章で概念的に示された並行計画の具体化のステップを明示している。企業
内におけるエイズやドラッグ，アルコール問題は，少数民族雇用・昇進の問題と並んで，
アメリカの企業が直面する倫理的課題であ糺こうした主観的判断が入りやすい問題を，
企業目的をそこなうことなく，解決するためには，並行計画が重要であることは，認識
できる。
　第7章では，何故，人々が反倫理的行為に走るかを検討し，それを統制する方法が示
される。要するに，充分に恩慮する時周がなかった，同僚に圧力をかけられたりなどし
て，反倫理的行動が生じる。それを防ぐためには，著者たちは，正しい行動を助長，制
度化するたあに，従業員の社会化が必要であるとする。著者たちは，I　B　MやP＆Gな
どを調査したR、パスカルによる従業員の社会化のステップを引用して，企業を倫理化
するさいの従業員教育の重要性を指摘する。例えば，新規採用のさいには，侯補者選考
を厳密に行うこと，また企業内の業績評価のさい，その従業員の倫理性も考慮すること
などが指摘される。
　さらに著者たちは，企業の倫理方針をいかに従業員にコミュニケートするか，また倫
理監査をどう行うかについて簡単に説明する。コミュニケーションの方法は，従業員に
倫理教育をなしたり，倫理コードを配布し，そこに，倫理的な悩みがある場含，相談す
る部署を明記しておくことなどであ孔大事なことは企業がオープン・ドア・ポリシー
をとり，倫理問題を上司などと話しあえる環境をつくることである。
　また，倫理監査では，その監査基準として，すでに説明した義務論，功利主義，ある
いは徳の理論のうちのどの立場をとるかが問題となる。薯者たちによれば，普通は，ど
の立場をとっても，同じ結論に達するが，万一不一致が生じた場含には，どの立場の意
思決定が，企業の社会的責任をよくはたせるかを考慮することが決定的となる。アメリ
カでは，企業がP　L訴訟の対象となると巨額な費用が必要となるので，そうした事態に
陥らないためにも，社会的，倫理的責任を重視せねばならない。練習問題では，航空機
のブレーキ製造工場のブレーキ設計さいの実験データの処理をめぐる倫理間題がとり上
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げられる。このケースは，R．ハイルブローナー編，太田哲夫訳『利潤追求の名の下に』
（日本経済新聞社，昭和48年）に収録されている論文「どうして私の良心がとがめるの
かね？」を再録したものである。
　本章は，企業が倫理的意恩決定の重要性を従業員に教育し，それに基づいて，従業員
が行動することの必要性を指摘している。著者たちの説明は，具体的で明快である。例
えば，エイズ問題も，道徳的に複雑な側面をもつが，それを「分解」して，できるだけ
感情をまじえず（客観的に），対処する方法を提示する。
　第8章では，並行計画アプローチの有効性が主張される。しかし，経営戦略と倫理を
結びつける上で重要なことは，1．中核的倫理価値を注意深く，かつ合理的に選択する
こと，2．それらの価値を企業文化に注入すべく努力することである。
　つまり企業文化における倫理的要素を強めることが必要である。そのためには，長期
的に物事を考えること，また悪い行為の露見する可能性が高いことを周知せしめること
など，という現実的なアドバイスも与えられる。
　最後に，結論として著者たちは，1988年にビジネス・ランド・テーブルが発表した有
名なC吻肋E肋伽を引用して，企業が倫理的であらねばならないのは，たんなるイメー
ジ・アップのためでなく，利益獲得のために必要であると述べ乱そして，倫理的行動
と適正利益との間にコンクリクトはないと結論する。その例として，ボーイング社，ジ
ネラル・ミルズ社などの例を指摘する。練習間題は，サンフランシスコのBART鉄道
の内部皆発者の閥題などをとり上げ，その悲劇的結末などを指摘する。
　本章は短く（8頁），主として，いかに企業倫理を向上させることが急務であり，ま
たそのためには，従業員を倫理的に社会化することの必要性が再説されるにすぎない。
V
　以上，本書の概略を紹介した。本書は，ビジネス・スクールの研究者が著した数少な
い企業倫理の著作のひとつであり，宗教学者や哲学者がこれまで発表してきた企業倫理
の研究書とは，若干ニュアンスを異にしている。例えば，本書は，明確にEthics　pays．
と述べ，利益獲得のためにも倫理的であることカ靖利であると指摘する。それに対して，
宗教学者たちの研究は，利益よりも，例えばキリスト教の倫理を重視する傾向にある。
　本書の特色である並行計画の構想は，かならずしも完全なものではない。例えば，企
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業目的アウトプットにおけるスティクホルダー間の価値観のコンクリクトをいかに処理
するかが提示されていない。また，各機能部門ごとの倫理意識の相違も充分には考慮さ
れていない。やはり，企業内の下位文化の多様性をできるかぎり取り入れる方向でモデ
ル構築をすべきだと思われる。
　しかし，本書は，種々の資料から，バラエティに富んだ具体例を示し，企業倫理と利
益が，水と油の関係でなく，調和できることを指摘している点において，価値ある研究
となっている。並行計画構想も，前述のような問題点があるとしても，これからの企業
倫理化の歩みの一里塚として，充分実現化されえるレベルにあるといえる。
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